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I 第2次対英戦争とアメリカ運河時代の幕開け
我々が19世紀のアメリカ史について何かを語ろうとする際まず思い浮かぶの
は，アメリカの民主的個人主義に機会と刺激を与えたフロンティアであり，ま
たその役割を強調したいわゆる「ターナー理論」であろう。 しかし， 「ターナ
ー理論」は，周知のように，これまでの多くの批判を通じて，かつてみられた
ほどの支持を得ていないのであって，今日では「19世紀のアメリカ経済の拡大
は，新しい地域への地理的拡大と新しい領域への製造工業と生産の技術的拡大
との両方を意味するように説明されなければならない」という 1つの結論に達
している 2)。本稿ではこうした研究成果に基づいて， 19世紀，とりわけ南北戦
1)アメリカ産業革命の時期区分は論者によってかなり異なるが，筆者は，第2次対英戦
争 (1812~1814)から南北戦争 (1861~1865)に至る時期とするのが妥当であると考え
る。詳しくは拙稿「アメリカ産業革命の始期について一-近代的工場制度の起源との関
連において一」（関西大学『経済論集」第20巻第2号， 1970年，所載）参照。
2) M. Fisher, Workshops in the Wilderness (New York, 1967), pp. 7-9. なお．
最近，「クー ナー 理論」 とその批判に関する文献を示したものとしては， 中村勝己「ア
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争 (CivilWar)以前のアメリカ経済発展の特質を，東部の工業の発展と西部
への地理的拡大つまり西漸運動 (WestwardMovement)とを結びつけたと
ころのこの時代の中心的な交通・輸送手段の建設，つまり運河建設の考察を通
じて概観したい。我々は輸送システムの発展過程を理解することが，多くの重
要な手懸りとなると考えるからにほかならない。
さて， 19世紀初頭のアメリカは，すでに前世紀の独立革命によって政治的に
は独立を達成していたとはいえ，経済的にはなお多くをイギリスに依存してい
たのである。アメリカがその製造工業の基礎を構築したのは， 19世紀の最初
の¼世紀つまり「出港禁止令」 (Embargo Act), 「通商禁止令」 (Non-inter-
course Act) と第2次対英戦争とを中心とした時期であった3)。 それゆえ，
アメリカが「経済的独立」を勝ち取ったのは第2次対英戦争によってであった
と考えられる。
ところで， 1807年の「出港禁止令」から第2次対英戦争を経て1815年に至る
までの貿易制限の時代には，貿易・商業活動は衰退した反面，ボストン商人を
工業投資に引き入れることになって，「ボストン製造会社」 (BostonManu-
facturing Company)の設立にはじまる「ウォルサム型」(WalthamType) 
綿工業の発展がもたらされた4)。この事実に典型的に示されているように，こ
の時代には海上・貿易資本が内陸・工業に新しい投資先を求めてその運動を活
発に展開することになったのである。別言すれば，この戦争は，英軍による海
メリカ酉漸運動」（『三田学会雑誌」第63号， 1970年，所載）がある。
3)この時期のアメリカ製造工業とイギリスを中心とするヨーロッパ経済との関係につい
ては， V.S. Clark, History of Manufactures in the United States, 3 Vols (New 
York, 1929 ed.), Vol. I, pp. 233~262参照。
4)豊原治郎『アメリカ産業革命史序説」（未来社， 1962年）， 17~19ページ；小原敬士
『アメリカ資本主義の形成』（時潮社， 1948年）， 114~115ページ；平出宜道『近代資本
主義成立史論』（日本評論新社， 1958年）， 321~322ページ；中村勝巳『アメリカ資本
主義の成立』（日本評論社， 1966年）， 165~166ページ； Willian C. Kesseler,'lncor-
poration in New England: A Statistical Study, 1800~1875', Journal of Econo-
mic History, Vol. 圃， 1948, 等参照。
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上封鎖を通じて，また西部におけるインディアンとの戦いを通じて，アメリカ
の商人・製造工業家に国内市場の重要性を，政治家・軍人に内陸交通手段整備
の重要性を改めて認識させる結果となった。「戦争が西部の非常な重要性を暴
露した」のであり，「コミュニケーションのための既存の設備の不充分なことを
はっきりと見せしめた」のである 5)。こうした事情が，戦争後の西漸運動の拡
大と相互に作用し合いながら，この国の経済活動を海洋から内陸に，外国貿易
から国内商業・製造業に転換せしめることとなった。要するに，アメリカはこ
の戦争によって，イギリスの「経済的勢力」と自らの「ジェファーソン主義」
とを粉砕し， 「産業革命を基軸とする国内経済近代化」の過程を急速に展開し
ていくことになったのであるe)。つまりこの戦争は「アメリカにおける商業資
本の時代から産業資本の時代への発展を画する画期的な出来事であった」 7)と
いえよう。
さて，ナポレオン戦争後のヨーロッパ経済の発展は，アメリカ産業の市場と
してのヨーロッパを失わしめ，反対にアメリカ産業を脅かすに至った。アメリ
力における1816年の関税法はこうしたヨーロッパの経済攻勢から戦争中に成長
した自国産業を保護するためのものであった。他方，ヨーロッパの安価な生産
物から合衆国の農業と製造工業とを保護するためには，このような保護関税と
同時に自国の生産物を低コストで安全かつ敏速に国内市場に送達する方法と手
段の改良が必要であった。さらにいえば，ヨーロッパの人口増加の 4倍の早さ
で増え続けるアメリカの人口は，やがてその生産能力をヨーロッバの消費能力
5) Caroline F. MacGill and Others, History of Transportation in the United 
States before 1860 (Washington, 1917), p. 137. 「1789年と1860年との間の70年間に
おいては，フロンティアの西漸運動と地域的及び全国的市場との両方の成長は，経済に
利用できる輸送及び通信手段に決定的にかかっていた。」 FrankW. Tuttle and 
Joseph M. Perry, An Economic History of the United States (Cincinnati, 
Ohio, 1970), p. 179. 
6)豊原治郎「1812年戦争の経済史的意義」（神戸商科大学『商大論集」第53号， 1962年）．
15ペー ジ参照。
7)小原敬士，前掲書， 114ペー ジ。
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を越えるまでに高め，輸出しきれない第1次産品がこの国に過剰となることは
当然予想された。したがって，このような事態を回避するためには，その生産
能力を自国の製造工業に転換していくことが必要であった。そのためにも自国
産業の保護と同時に輸送手段の改良が必要であった。 こうして， H.クレイに
よって「内陸交通改良」 (internalimprovements) の問題と保護関税の問題
とが結びつけられることになったs)。
これより先，すでに18世紀の終りから諸工業の一層の地方化と部門化の進行
に伴って，より広範囲の地域に及ぶ商取引の方法が要請されており，市場拡大
の努力は，全国的に組織された陸上及び水上交通システムのための運動の 1つ
の要因となって，「内陸交通改良」の要求が著しく強まっていた。 こうした情
況にあって，ジェファーソン大統領はアメリカにおける道路と運河の総合シス
テムを樹立する必要のあることを説き， 1807年の上院の決議に基づいて， 1808,
年には時の財務長官アルバート・ギャラティンの報告書 (Reportof Albert 
Gallatin)が提出されるに至った。彼の報告書は，連邦政府が道路及び運河を直
接建設するか，さもなければその目的のための会社に補助金を与えるべきであ
ることを勧告したものであったが，要約して示せば次の 4点からなっていた9)c,. 
I ニュー・イングランドと南部とを接合する大西洋岸に沿った大運河。
I 大西洋岸と西部河川との間のアパラチア山脈越えの交通機関。
m 大西洋岸とセント ・ローレンス及び五大湖との間の交通機関。
IV 内陸の運河及び道路。
しかし，連邦議会が，このギャラティン報告書は一部の州の利益をのみ非常
に大きくするという理由からそこに示された包括的・全国的交通改良の途を辿
8) C. F. MacGill, op. cit., pp. 141 ~142. H. クレイの「アメリカ体制」については，
楠井敏朗『アメリカ資本主義と産業革命」（弘文堂， 1970) 415~430ページ参照。なお
「アメリカ体制」については宮野啓二『アメリカ国民経済の形成――• 「アメリカ体制」
研究序説ー」（御茶の水書房， 1971年）参照。
g) C. F. MacGill, ibid., p. 135; Carter Goodrich, GovernmゅtPromot如 ofAmerican 
Canals and Railroads, 1800-1890, (New York, 1960), pp. 30;..,31. 
4 
アメリカ産業革命期における運河建設について（加勢田） 397 
らないことがはっきりすると，交通改良を主唱していた人々は一転して州政府
や地方政府の資力に頼ろうとすることになった。10)
このようにして州政府や地方政府の援助の下に，現実の運河建設の歴史が始
まるのであるが，その中1817年 4月にニュー・ヨーク州議会によって建設が認
可されたイリー運河 (ErieCanal)と，同時に建設準備が開始されたチャン
プレイン運河 (ChamplainCanal) とはそれぞれ1825年と1823年とに完成さ
れ，真にアメリカ運河時代の開幕を告げるものとなった。これら 2つの運河は，
それまで西部においてみられたこの種の事業や北部内陸水門運河会社 (Nor-
them Inland Lock Navigation Company) の事業と本質的に異なってい
た。それは，技術面では，それまでの単なる自然水路の改良に対して独立した
運河建設のプリンシプルを示すものであり，運営面では私的な建設・管理・運
営に対して公的な建設・管理・運営によるものであった11)。それゆえ， この
ィリー運河の建設は世界に類をみないほど「組織された政府による企業精神の
デモンストレーション」であったといわれている 12)0
ともあれこの完全な政策転換の最大の要因は，このような大事業を私的信用
ではとうてい遂行し得なかったことと，その上，社会がこうした大規模・独占
的できわめて重要な事業を私的経営に任ねることを決して望んではいなかった
こととによるであろう 13)。かくして， アメリカの運河ブームは，イギリスの
10)州に対する連邦政府の貨幣下付については憲法上の問題から反対が強かったが，公有
地下付については政治的困難はほとんどなかった。 JohnBell Rae,'Federal Land 
Grants in Aid of Canals,'Journal of Economic History, Vol. IV, 1944, p. 169. 
11) C. F. MacGill, ibid., p. 189. 
12) George R. Taylor, The Transportation Revolution, 1815-1860 (Vol. IV, of The 
Economic History of United States, New York, 1951), p. 133. 
13) C. F. MacGill, op. cit., p. 180 ; Louis Hartz, Economic Policy and Democratic 
Thought: Pennsylvania, 1776-1866 (Cambrige: Harvard University Press, 1948), 
pp. 140~142; 安武秀岳「米国運河建設期における反独占・州有論ーPennsylvania
幹線運河の場合ーー」（『愛知学芸大学研究報告」第15輯， 1966年） 47~48ページ参
照。なお後述するように， 東部の運河が私企業であったのに対して西部のそれが州に
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運河の革新的改良が「根性と愛国心のある貴族」つまりプリッジウォーター公
爵によってもたらされた14)のとは対照的に， 内陸商業の覇権を狙うニュー・
ヨーク州の手によって火蓋を切られることとなった。そして，イリー運河完成
の年には100件にのぼる運河建設計画がみられ，その総延長は6,500マイルに達
したといわれている。これら多くの運河建設計画の中， 1840年には約 3,000マ
イルが完成され．かくてアメリカ運河建設は，¼世紀たらずの「活発な時期」
のうちに，イギリスの運河建設の「偉大な半世紀」の間に建設されたマイル数
を相当上回ることになった15)0
I アメリカの運河プームと主要運河の建設
イリー運河の建設が開始される時期までに，すでに合衆国においては河川改
修による可航水路の建設と比較的小規模な運河建設が幾つかみられた。しか
し， 1816年には総延長わずか 100マイル程度の運河が建設されていただけであ
って，営業中の 2マイルを越える運河はわずか 3社であった。そのうち最大の
ものが，全長27.25マイルのミドルセックス運河(MiddlesexCanal)1)で，そ
よって建設され運営されていたのは， 当時の西部の意見がそのような重要な事業の利
潤を若干の特権を得た個人を富ませるために与えるべきではない， という点にあった
ことにもよる。 Alvin•F. Halow, Old Towpaths: The Story of the American 
Canal Era (New York, 1926), p. 111; J. B. Rae. op. cit., p. 169; G. S. Cal-
lender,'The・Early Transportaton and Banking Enterprise of the United 
States in Relation to the Growth of Corporation', Quarterly Journal of 
Economics, XVII (November, 1902), p. 155. 
14)イギリス運河の父，ブリッジウォーター公によるプリッジウォーター運河建設につい
ては，小松芳喬「プリッジウォークー運河建設前史」（早稲田『政治経済学雑誌」第200
号， 1966年，所載），同氏「プリッジウォーター運河建設計画の変遷」（同誌，第208・
209合併号， 1968年，所載），及び同氏「ブリッジウォーター運河の建設者たち」（同誌
第210・211合併号， 1968年，所載）等がある。
15) Carter Goodrich, ed., Canals-and American Economic Development (New 
York and London, 1961), p. 7. イギリスの運河については荒井政治『イギリス近代
企業成立史』（東洋経済新報社， 1963年）， 66~73ページ参照。
1) 1793年にマサチューセッツ州からこの運河建設の特許を得て1803年12月に完成した。
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れはメリマック河 (MerrimackRiver) を開発してニュー・ハンプシャーの
生産物をボストンに搬出するための運河であった2)。また，サウス・カロライ
ナのサンティー・クーパー運河 (Santeeand Cooper Canal, 1802年完成）
はサンティー河(SanteeRiver)の商業をチャールストン (Charleston)の勢
力下に引き入れたし，ディスマール・スワムプ運河 (DismalSwamp Canal, 
1822)はノーフォークとアルベマール・サウンド (AlbemarleSound)との
間の貨物輸送を目的としていた。
しかし， この時期には未だ運河プームは始まらなかった。その主たる原因
は，巨額の建設資金調達の問題，アメリカでは未だ未知の科学としての運河建
設技術の問題等にあったと考えられる。その上，既存の運河がかならずしも投
資家を刺激するような業績を上げておらなかったことにもよる。上述のサンテ
ィ運河やミドルセックス運河も建設期間中はもとより， 1816年に至っても株主
にとっては決して有利な投資とはなっていなかったのであるs)。
さて，アメリカの運河建設時代を開く重要な端緒となったのはイリー運河の
成功であり，これがまた 20年代・ 30年代の運河プームをもたらすことになっ
た。 H.セーガル CH.Segal)によれば， 1815年から1860年までのアメリカに
この時すでに株主は彼等の株式800株に対して554,000ドルを支払っていた。 Christo-
pher Roberts, The M幽 s幻 Canal,1793-1860 (Vol. LXI of Harvard底anomic
Studies, Cambridge : Harvard University Press, 1938), pp. 42~44; Edward 
Chase Kirkland, M, 切， Citiesand Transportation: A Study切 New邸 gla叫
History, 1820-1900, 2vols (New York, 1968 (1948)), Vol. I, p. 62; 平出宜道「ア
メリカ産業革命開始期における交通・運輸の発展一—ーニュー・イングランドの社会的分
業一市場関係と関連して一ー」（高橋・古島編「近代化の経済的基礎』大塚久雄教授還
暦記念I,岩波書店， 1968年，所載）， 369~374ペー ジも参照。
2)このミドルセックス運河とサンティー運河とはアメリカ運河建設の「先駆的事業」で
あったといわれている。 E.C. Kirkland, ibid., p. 60. また，この2つの運河によっ
てボストンの商人はメリマック渓谷の商業を手中にすることができたし， チャールス
トンの同業者はサンティー河一帯の商業を手に入れることができた。 C. Goodrich, 
ed., op. cit., p. 7. 
3) G. R. Taylor, op. cit., p. 32: C. Roberts, op. cit., pp. 181~183. 
7 
400 闊西大學『純清論集」第21巻第4号
第I表 Cycles of Canal Construction, 1815-60 
Investment Poerf cTenotagl e Duration Peak Completed ovin emr ilCiyoclne s 
(years) Year Mileage o( f dollars) Investment 
First Cycle, 1815-34 19.5 1828 2,188 58.6 31.1 
Second Cycle, 1834-44 10.0 1840 1,172 72.2 38.4 
Third Cycle, 1844-60 16.5 1855 894 57.4 30.5 
Total for al cycles 46.0 4,254 188.2 100.0 
(Harvey H. Segal,'Cycles of Canal Construction', Carter Goodrich, ed., op. cit., 
p. 172.) 
おける運河建設には 3つの周期がみられるという。（第I表参照）すなわち，
第 1の周期は1828年をヒ゜ークとする1815~1834年の期間であり，第 2の周期は
1840年をピークとする1834~1844年の期間であり，さらに第 3の周期は1855年
をビークとする1844~1860年の期間である。そして，この全期間に建設された
運河の総延長 4,254マイルのうち，約半分は第 1の周期に，％以上が第 2の周
期に建設されたのであって，投資額では第2の期間が最も大きかった4)。
ところで，イリー運河の成功によって生じた運河熱の時代に建設された運河
には， G.R. テイラー CG. R. Taylor)によっても示されているように，次
の3つの主要なタイプが認められる 5)。すなわち， (1)メイン州からヴァージニ
ア州に至る大西洋岸諸州の高地 (upcountry) と沿海地域 (tidewater) との
間の輸送を改良する目的で計画されたもの。 (2)イリー運河のように大西洋岸諸
州とオハイオ漢谷 (OhioRiver Valley)とを結ぶ目的で計画されたもの。 (3)
オハイオーミシシッヒ°水系と五大湖 (GreatLakes)とを結ぶ目的で計画され
たもの，とである。そこでまず，第 1のタイプに属する主要な運河を挙げれば
4) Harvey H. Segal,'Cycles of Canal Construction', Carter Goodrich, ed., oP. 
cit., pp. 183~205. 
5) G. R. Taylor, op. cit., p. 37. この3つのタイプの運河は先に述べたギャラティン
報告で示された交通ルートを実現したものであることがわかる。
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次のようなものがある。ニュー・イングランドではメイン州のセバゴ・ポンド
(Sebago Pond)からポートランド近くの沿海地域に達するカンバーランド・
オックスフォード運河 (Cumberlandand Oxford Canal, 1829)をはじめ，
マサチューセッツ州のウースクー (Worcester)からロード・アイランド州の
ナラガセット湾(NarragasettBay)に至るプラックストン運河(Blackstone
Canal, 1828)とコネティカット州のニュー・ヘヴンからマサチューセッツ州
のノーサンプトンに至るニュー・ヘヴン・ノーサンプトン運河 (NewHaven 
and Northampton Canal, 1835)とである。 次に， 中部大西洋岸諸州のこ
のタイプに属する運河は，いわゆる「無煙炭運河」 (anthracitecanal)とよ
ばれるもので， 主としてこの新しい燃料をフィラデルフィアやニュー・ヨー
クの市場に運ぶために建設されたものであった。デラウェア・ハドソン運河
(Delaware and Hadson Canal, 1829)をはじめ， リーハイ運河 (Lehigh
Canal, 1829), デラウェア・ディヴィジョン運河(DelawareDivision Canal, 
1830), モーリス運河 (MorrisCanal, 1831), デラウェア・ラリクン運河
(Delaware and Raritan Canal, 1834), ユニオン運河(UnionCanal, 1827), 
サスケハナ・クイドウォーター運河(Susquehannaand Tidewater Canal, 
1840) 及びチェサビーク・デラウェア運河 (Chesapeakand Delaware 
Canal, 1829)等がこのタイプの運河である。 これらの運河は，デラウェア
・ディヴィジョン運河を除いて，私的経営によるものであり，全体として比較
的繁栄した6)。 さらにヴァージニア州ではジェイムズ・リバー・カナワ運河
(James River and Kanawha Canal, 1827)が，メリーランド州ではチェ
サビーク・オハイオ運河 (Chesapeakand Ohio Canal, 1850)が建設されて
いる。この2つの運河は当初アパラチア分水嶺を越えてオハイオ河と連結する
6) lb絋， p.37~42. これらの運河のうち， ユニオン運河，サスケハナ・タイドウォー
クー運河及びチェサピーク・デラウェア運河は， 厳密にいえば「無煙炭運河」グルー
プには入らないが，石炭輸送にとって重要な運河であったことには変りなかった。
(lb絋， p.42) ，?
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目的で計画されたのであるが，この初期の計画は達成されずこの地方の沿海地
域に出るルートを提供する運河にとどまった7)0 
次に，アパラチア山脈を越えて大西洋岸諸州とオハイオ河とを結ぶ第 2のタ
イプに属する運河についてであるが，まず挙げなければならないのは，いうま
でもなくイリー運河である。運河史上最も有名なこの運河は，ハドソン河から
アルバニー(Albany)を経てイリー湖(LakeErie)のバッファロー(Buffalo)
に至る 363マイルの大運河であったs)。いま 1つの重要なこの種の運河は，ィ
リー運河の完成によって，西部との貿易がニュー・ヨークに奪われてしまうこ
とを恐れたフィラデルフィアの商人達が，フィラデルフィアからオハイオ河の
ビッツバーグに至る競争水路として， ペンシルヴェニア州政府をして建設せ
しめたいわゆるペンシルヴェニア・メイン・ライン (PennsylvaniaMaine 
Line)であった。 この運河ルートは一部鉄道部分を含んで全長 394.54マイル
に達し， 1834年に完成された。しかし，鉄道部分と慇しい数の水門（イリー運
河の84ケ所に対して 174ケ所）のために輸送時間とコストの両面でイリー運河
に劣り，決定的な競争相手とはなり得なかったのである 9)0 
さらに第 3のタイプに属する運河，すなわちオハイオーミシシッヒ゜水系と五
7) Henry S. Tanner, A Descrゆtionof the Canals and Railroads of the United 
States (New York, 1970 (1840)), pp. 158~159, 160~162. 
8) Henry S. Tanner, ibid., pp. 52~54. 1825年の完成時におけるこの運河の規模は最
大幅員40フィー ト （最小20フィー ト）， 水深4フィートで84の水門を有するものであ
り，建設費は700万ドルに達した。イリー運河建設に至る詳しい事情についてはCarter
Goodrich, ed. op. cit., pp. 15~66; C. F. MacGill, op. cit., pp. 162~170参照。
9) G. R. Taylor, op. cit., p. 144; Henry S. Tanner, ibid., p. 98; C. F. MacGill, 
op. cit., pp. 234~248. これは，こうした技術上の問題の外に西部における東部大都市
商人間の激烈な競争の中で．フィラデルフィア商人がどのような地位におかれていった
かという問題とも関連している。イリー運河とペンシルヴェニア・メイン・ラインとの
経済的インパクトについては， RogerL. Ranson,'Interregional Canals and Eco-
nomic Specialization in the Antebellum United States', Exploration in En-
trepreneurial History, 2nd Series, Vol. 5, No. 1, 1967に詳しい。なお，ペンシル
ヴェニア州有運河についての政治史的側面からの研究は安武秀岳，前掲論文，参照。
10 
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大湖とを結ぶ西部の運河についてであるが，この種の運河はイリー運河の完成
による中西部への移民の急増に伴ってその必要性が急速に増大したもので，比
較的遅い時期 (1830年代以降）に建設されたものが多い。このうち最初に建設
されたのがイリー湖のクリープランドからオハイオ河のポーツマスに至るオハ
イオ州のオハイオ・イリー運河 (Ohioand Erie Canal, 1833)であった。
1845年にはトレド(Toledo)からシンシナチに達するマイアミ・オハイオ運河
(Miami and Ohio Canal)が建設された。さらにインディアナ州も連邦政府
より公有地の下付を受けて， 1853年にトレドからエヴァンスヴィル (Evans-
ville)に至るウォーバッシュ・イリー運河 CWabash and ErieCanal)を完
成している10)。この外，ィリノイ州では1848年にシカゴでミシガン湖 (Lake
Michigan)とイリノイ河 (IllinoisRiver)とを接続するイリノイ・ミシガン
運河 (Illinoisand Michigan Canal)が建設された11)。
以上挙げたようなアメリカの主要運河は，多くの支線運河によって補足され
ていたことはいうまでもないが，これらの運河に達する多くの有料道路 (turn-
pike road)によっても補足され，南北戦争以前のアメリカ最大の輸送体系を
構成していたのである。 12)
10) 1841年のインディアナ州の負債は1,300万ドル以上に達しており，このうち900万ドル
以上が内陸交通改良のために生じたものであったという。 (Taylor,ibid., p. 47) 因に
言えば， ウォーバシュ・イリー運河は北部インディアナを開発したが，財政的には最大
の失敗運河であったといわれ，その総支出額は800万ドルを上回ったのに対して，総収
入額は約550万ドルにすぎなかった。その上，この収入の半分以上が連邦政府から下付
された公有地の売却代金であったという。 (Ibid.,p. 48) 
11)この運河は上述した西部の他の運河に比べて最も多くの利益をあげ，下付された土地
を最も有効に利用した運河であったといわれている。 JohnB. Rae, op. cit., p. 172. 
12)因に， 19世紀初頭のターンパイク会社の認可数を示せば， ペンシルヴェニア州では
1793~1812年の間に55社， ニュー・ヨーク州で1776~1805年の間に 57社， マサチュー
セッツ州では1797~1812年の間に105社であった。 G.S. Callender, op. cit., p. 132, 
note. 
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皿 アメリカ運河建設の特質
アメリカの運河とイギリスのそれとの最も相違せる点は，イギリスの場合が
株式会社(jointstock company)形態による純粋な私的経営であったのに対し
て，アメリカの場合は，特許(charter)を得て， incorporatedcompanyを中
心に進められたとはいえ，公的な援助に頼る場合が多く，特に西部の運河の場
合，政府（州，地方）の公共事業として建設されたものがほとんどであったこと
である。他面からみれば，イギリスの運河の場合は，ハル，ロンドン，プリスト
Jレ， リバプールといったすでに発展している都市によって囲まれた比較的狭い
地域を結ぶ運河であって，その性格は開発を目的としたもの"developmental"
ではなく，もっぱら利潤追求的なもの"exploitative"であったのに対して，ァ
メリカのそれは，内陸開発を目的とした荒野を通る "developmental"なもの
が非常に多かったのである。したがって，こうした類型をアメリカの運河に適
用して類別すれば，アパラチア山脈を越える運河や西部の五大湖とオハイオー
ミシシッビ河水路とを結ぶ運河にみられたような「開発運河」 (developmental
canal)と東部大西洋岸の沿海運河 (tidewatercanal)ーたとえば既述のい
わゆる無煙炭運河ーに代表されるような「利潤追求運河」 (exploitativecanal) 
とに分類できるのである1)。 さらに言えば， 「利潤追求運河」は既存の経済的
機会や確立された商業径路の利益を獲得するために建設されたものである。し
たがって，公的援助に期待することなく私企業として成立ったのである。しか
るに， 「開発運河」は， 期待される収益のほとんどをこれらの輸送手段の建設
それ自身が推進する植民や経済活動に依存していた。しかし，その点から予想
されるように，建設された運河ルート沿の植民や経済活動の発展は急には進ま
ないからして，十分な早期利益は期待出来ないのが普通であった。したがって
1) H. Jerome Cranmer,'Canal Investment, 1815-1860,'Tre叫s切 theA加 rican
Economy in the Ninetee叫 C砒叩 (Studiesin Income a叫 Wealth,XXIV, 
Princeton, 1960), p. 57. 
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公的企業として行なわれるか，あるいは私企業として行なわれる場合にはそれ
に対する公的援助が必要であったのである。かくして，アメリカでは一般的に
いって，東部の運河が私企業であったのに対して，西部の運河は州政府によっ
て建設され運営されていたのである 2)。
要するに，未だ植民されておらない地域や他から隔離されている地域の経済
活動を刺激することに主目的を有する運河建設にあっては，実質的な交通は，
そのような刺激の結果が生まれるまでは，期待できないのが常であった。した
がって，投資家を満足させるような利益を短期間にあげることは期待できず，
またしたがって私的・個人的資本から運河建設の巨額の資本を調達することは
きわめて困難であった。のみならず，この時代のアメリカにおいては，外国貿
易，国内商業，製造工業，農業等あらゆる方面から得られた利潤によっても，
「1860年以前に開さくされた運河建設に資金を調達するには十分でなかった」
のであるa)。それ故，こうした性格の運河建設には公的援助がしばしば求めら
れ，また実際に，多くの運河建設に対して多大の援助が連邦政府をはじめ州・
地方政府によってなされたのであった。
ところで，一方西部においてみられたように，完全な公共事業として建設さ
2)これをクランマーの推計した数字によって示せば次の表の通りである。これによれ
ば，沿海運河の場合は94彩までが私的投資によるものである。
Investment in Canals (1817~1860) 
Seaboard 
Total 
Private 
State 
????
?
―
Trans-Allegheny 
$131. 7 
14.1 
117.6 (millions of dollars) 
(H. J. Cranmer, ibid., p. 560より作成）
3) Frank W. Tuttle and Joseph M. Perry, op. cit., p. 192. もっとも， 制度上の問
題からアメリカに蓄積されている資本を十分活用できなかったことも大きな原因の 1つ
である。 G.S. Callender, op. cit., p.151. この時代のアメリカの運河株主は大商人，
金融業者，製造工業家，土地投機家等であった。
13 
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れた運河の例も決して少なくないが4), 最も多くみられた援助の方法は，私的
資本と連邦・州・地方政府当局とのパートナーシップによる混合企業 (mixed
enterprise)を設立するという方法であって，政府資金を私企業に投入するこ
とによってこれを援助・奨励したのであった5)。しかしながら，政府の援助と
責任の全国的な一定のパターンは存在しなかった。それどころか，こうした南
北戦争以前の研究の最も興味ある側面の 1つは，これまで「歴史家の商売道具
であったすべてのドグマティックな一般化」が，合衆国における政府と私企業
との間の関係を述べる際には完全に打破されてしまうことである，といわれて
いるほどである 6)。
たとえば，「ヴァージニア方式」 (VirginiaSystem) として知られているヴ
ァージニア州の場合は，知事 (Governor,知事が職務上総裁となった），出納
局長 (Treasurer),法務長官 (AttorneyGeneral)と州内各地から選らばれ
4)西部の運河以外では，イリー運河，チャムプレイン運河，ペンシルヴェニア・メイン
・ライン等が州有運河であった。
5)混合企業政策には次の3つの動機があったと考えられている。 (1)公的利洞を獲得する
という動機から。（高利潤をあげていた銀行業等に投資した。） (2)交通改良のような私
的投資分野としてはリスクが大きすぎて私企業では遂行しえないような事業に対して，
地域間（州間，都市間）の競争から自州の利益を確保するために，こうした事業を奨励
した。 (3)州政府による corporatepolicyの部分的指導を目的とした。 (LouisHartz, 
ゅ.cit., pp. 89~103.)なお私企業と混合企業の明確な区分は存在しなかったが，政府
と民間とのパートナーシップによる企業を混合企業と考えるべきであろう。したがっ
て，私企業が若干の援助を受けていたとしてもそれは混合企業とは考えられない。主な
混合企業（運河）はチェサヒ°ーク・デラウェア運河，ディスマール・スワンプ運河，チ
ェサヒ°ーク・オハイオ運河，ジェイムス・リバー・カナワ運河等であった。
6) J. R. T. Hughes and Nathan Rosenberg,'The United States Business Cycle 
before 1860: some Problems of Interpretation', Journal of Economic History, 
Vol. XXIV, 1964, p. 483, note 2. 政府と経済（企業） との間の関係については，
これまでマサチューセッツ， ペンシルヴェニア， ミズリー ， ジョージーア等の各州の
場合の研究がある。詳しくは CarterGoodrich• Recent Contributions to Eco-
nomic History: The United States, 1789-1860', Journal of Economic History, 
March, 1959, pp. 25~30参照。また，「政府と企業」については，『経営史学」（第6
巻第1号，第6回大会特集号）の諸論文参照。
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た10人の市民とから成る公共事業局 (Board of Public Works)によって資
金が管理されていた。そして，州議会で認可されたプロジェクトの発起人は必
要資本の％を私的応募者から調達せねばならないことになっており，したがっ
て局は残り％の資本を引き受け，それに比例した数の重役を受け入れることを
定めていた。 (1840年代末には州が％までを引受けるようになっていたo) しか
し，その際，州投資に対する配当は私的応募者が6彩の配当を受けるようにな
るまで延期された7)。こうした混合企業設立の方法は，企業にイニシアティプ
を残すことによって，州当局はしばしば相対立する州内諸地域間利害に直接決
定を下す必要を免がれることができたのであって，最も効果的な結果を得るた
めには州がいかに貢献すればよいかについての調整の問題を解決するのに有効
な方法でもあった。
次に，公的援助がどの程度に達していたかという問題であるが，第I表Aに
示されたクランマー CH,J. Cranmer)の計算によれば， 1817~1860年の間の
運河投資のうち州投資額は 1億2,110万ドルに達し，その全投資額 (1億9,460
万ドル）に占める割合は約62彩であったs)。さらにこれを北東部，南部，西部
の三地域に分類して示せば，旧い州を中心とした北東部及び南部では私的投資
が相当な割合を占め，特に棉作プランテーションで繁栄していた南部では一一
自然の水路に恵まれて運河建設が比較的少なかったが一一約87彩を占めてい
る9)。（第I表B参照）これと対照的に，いわゆる「開発運河」を中心とした
西部においては，その運河の性格上から，また東部の諸州のように，海上貿易
7) Carter Goodrich,'The Virginia System of Mixed Enterprise', Political Science 
Quarterly, Vol. LXIV, 1949, pp. 360~365. 
8) H. J. Cranmer, op. cit., pp. 555~556. なお先のセーガル (H.H. Segal) の計算
によれば，連邦・州・地方政府の運河会社への援助2,222万ドルを含めて運河建設への
公的投資は， 1815~1860年の間に 1億3,650万ドルに達し，全投資額(1億8,82.0万ドル）
に対する割合は73%であった。 H.H. Segal, op. cit., pp. 214~215. 
9)運河建設に対して政府はその資金調達のために運河会社に銀行特許を与えたり，富く
じを売ることを認める等の便宜を与えたりした。因みに言えば，ニュー・ジャージ州は
運河建設に直接援助しなかったことで有名である。
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第I表
A Annual Investment in Canals, 1817~1860 
(millions of dollars) 
Year 
UNITED STATES 
Year 
UNITED STATES 
Total State Private Total State Private 
1817 0.2 0.1 1840 14.3 11.3 3.0 
1818 0. 7 0.6 0.1 1841 1. 7 9.8 1. 9 
1819 0.8 0.6 0.2 1842 3.1 2.6 0.6 
1820 1.1 0.8 0.2 1843 1.0 0.7 0.3 
1821 1. 6 1. 3 0.2 1844 1.0 0.7 0.3 
1822 2.7 2.3 0.3 1845 2.0 1.1 0.9 
1823 2.8 2.2 0.7 1846 1.8 0.8 1.0 
1824 2.5 1.8 0.7 1847 4.7 1.1 3.6 
1825 2.5 1. 5 1. 2 1848 4.5 1. 5 3.0 
1826 4.0 1. 5 2.5 1849 3.4 1. 9 1. 6 
1827 5.6 2.3 3.3 1850 4.9 2.3 2.5 
1828 7.8 4.0 3. 7 1851 4.7 2.0 2.8 
1829 7.0 3.7 3.2 1852 3.4 1. 9 1.5 
1830 7.5 5.1 2.4 1853 3.8 2.4 1. 4 
1831 3.7 2.2 1. 5 1854 4. 7 3.8 0.9 
1832 4.6 2.9 1. 7 1855 5.3 4.2 1.1 
1833 5.3 2.7 2.6 1856 4.2 3.2 1.0 
1834 4.4 2.8 1. 6 1857 3.5 2.9 0.7 
1835 3.5 2.0 1. 5 1858 2.8 1. 6 1.1 
1836 4.4 1.8 2.6 1859 1. 9 1.4 0.5 
1837 8.2 3.9 4.3 1860 1. 2 0.1 0.1 
1838 12.3 7.2 5.1 
1839 13.6 9.5 4.1 194.6 121.1 73.5 
B Total Investments by Source and Area, 1817~1860 
(millions of dollars) 
Source Northeast South West Total 
State $ 88.8 $ 2.5 $ 29.8 $ 121.1 
Private 52.5 17.2 3.8 73.5 
TOTALS $ 141.3 $ 19. 7 $ 33.5 $ 194.6 
出所： H. J. Cranmer, op. cit., pp. 555~556. 
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•製造工業の発展による資本蓄積も商業金融の発達もみられなかったこともあ
って，もっばら州政府を中心とした公的信用の動員によって開発が進められた
ことを示している。
それでは州政府はかかる巨額の資金をいかなる方法で調達したかというと，
ほとんどすべて公債の発行によってこれを調達したのであった。それ故州債務
はそのほとんどが運河を中心とした内陸交通改良に融資するために生じたもの
であり，その額は 1820~1830年には2,600万ドル（その中半分以上はニュー・
ヨーク州とペンシルヴェニア州が調達）にのぼった。さらに1830~1838年には
1億5,000万ドルが追加され1838年の未決済債務額は 170,806,187ドルに達し
た。合衆国の第10回センサスによれば，これは次のような目的の投資から生じ
たものであった10)。
Banking , ...... , ......... $ 52, 640, 000 
Canals................................. 60,201,551 
Railroads .............. 42,871,084 
Turnpikes ...... ...... . 6, 618, 868 
Miscellaneous・.. ……………... 8,474,684 
Total $170,806,187 
ところで，かかる巨額の公債（運河債）がどこで消化されたかと言えば，大
部分は銀行及びその他の金融機関においてであった。このこのことはイリー運
河の成功後， 運河資金はそれまでの個人的小投資家への依存から機関投資家
(institutional investors)への依存に移るようになったことを示している。
また，銀行を設立してそれに歳入や州債の発行で得た資金を投資することに
よって，銀行業から得られる巨額の利潤を公共のために政府が獲得すると同時
に，銀行を通じて内陸交通改良のための資金を創出することができたわけであ
10) Tenth Census of the United States: Valuation, Taxation, and Public In-
debtedness, VI, 526; G. R. Taylor, op. cit., p. 374. 
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る11)0一方，連邦債の急激な買上げによってその額は1820年代初頭の9,000万ド
ルから1834年の500万ドルに激減しているが，これが市中の金融資金に余裕をも
たらしたとも考えられるm。さらに重要なのは，「アメリカ商会」 (American
houses)13)等を通じてロンドン金融市場で売捌かれた公債額であるが，ミラ
- (Nathan Miller)の推計によれば1829年にはニュー・ヨーク運河債の半分
以上が，また1832年にはペンシルヴェニア州債の半分が外国人投資家によって
保有されるに至ったという 14)。 さらにセーガル (H.H. Segal) も各州の債
券のうち1832年には総額 1,500万ドルが海外で保有されており，この額は大ま
かにいって運河投資に関する公的資金の¼, 総投資資金の¼以上であったと述
べている15)。
このように，アメリカの運河建設において決定的に重要な役割を果したのは
州政府であったのであるが，連邦政府もまた公有地の下付によって運河建設を
奨励した。連邦政府は 450万エーカーにのぼる公有地を州政府を通じて主とし
て西部の運河会社に与えたのである。もちろんこの面積は鉄道に与えられた 1
億3,000万エーカーに比べれば問題にならない規模であるが， しかし単に面積
だけから運河への公有地下付の重要性を判断してはならないであろう。公有地
下付は実際の水路建設に非常に効果的に貢献したのであって，それが中西部の
発展におよぼした影響は今日一般に評価されているよりはるかに大きい，とい
えよう 16)。例えば， オハイオ州の運河は， ィリー運河がニュー・ヨーク i
11)この時期の銀行からの借入は5~6%の利子で行なわれたが，銀行会社は7~9%の
配当を行なっていた。 G.S. Callender, op. cit., pp. 159~162. 
12) Historical Statistics of the United States, 1789~1945 (Washington, 1949), p. 
131; H. H. Segal, op. cit., p. 187. 
13) 「アメリカ商会」については荒井政治「イギリスにおけるマーチャント・バンカーの
成立過程-ベアリング兄弟商会を中心に一」（関西大学『経済論集」第20巻第5 • 
6合併号， 1971年，所載）， 14~25ペー ジ参照。
14) H. H. Segal, op. cit., p. 188; Carter Goodrich, Government Promotion of Ame-
rican Canals and Railroads, p. 54. 
15) H. H. Segal, ibid., p. 188. 
16) J. B. Rae, op. cit., p. 167. 
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の発展に与えたのと同程度の刺激をオハイオ州の発展に与えたといわれ17),
イリノイ・ミシガン運河はそれまでの荒野を植民された繁栄せる社会に開拓し
たのみならず，シカゴをミシシッヒ゜漢谷 (MississippiValley)のメトロポリ
スに発展させた，といわれている18¥
ところで，合衆国における運河建設のための公有地下付には 2つの性格を異
にする系列があった19)。まず第 1の系列は1820年代及び1830年代にオハイオ，
イリノイ，ウィスコンシンの各州でみられた。これは公有地下付について鉄道
の場合の真の先駆となったもので，これらの運河は後に交通の大動脈になるよ
うに意図されたものであった。なお，その際の土地の下付方法は，運河計画ル
ートに沿って両側に幅5マイルの四角の土地を交互に与えるという標準型の下
付の仕方，つまり "alternate-sectionprinciple"であった。これに対して第
2の系列は， 1850年代及び1860年代にミシガン州やウィスコンシン州で五大湖
への補助的水路を改良するために行なわれたものであった。この公有地下付は
連邦土地補助政策の例外を示すものであるが， この場合2マイルを越える運
河がなかったために， 標準的な土地下付の方法は実際的ではなく， したがっ
て計画ルートの附近に空地がみつかった所はどこでも居住を推進するように
"floats"の形態をとることになった。因に言えば， このような第 1の系列の
土地下付の方法が標準的なものとして採用されたのは，この方法によればルー
ト両側に交互に残された公有地が，運河建設による地価の高騰によって，運河
会社に下付した土地の分まで償うであろうと考えたからにほかならない20)。
つまり，この方法によれば運河会社に土地を下付することが連邦政府にとって
17) Alvin F. Halow, op. cit., p. 262; J. B. Rae, ibid., p. 167. 
18) James W. Putnam, The Ilinois and Michigan Canal (Chicago, 1918), p. 155: 
J. B. Rae, ibid., p. 167. 
19) J. B. Rae, ibid., p. 168. 
20)ミドルセックス運河の場合，運河の両岸6マイル以内の地価は％値上りし，メリマッ
ク河側のニュー・ハムプシャーの森林地の地価は1エーカー当り 2ドルから6ドル， 8
ドル， 10ドルヘと高騰したという。 C.F. MacGill, op. cit., p. 150. 
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「安全な投資」ともなったわけで，したがってまた土地下付に対する反対論者
を十分説得しうる方法でもあったわけである21)。
IV 結
?
ここで我々は運河建設がアメリカ産業革命（「工業化」）にどのような影響を
与えたかについて一言言及しておかねばならない。もとより新しい輸送手段と
しての運河輸送の経済性は当時の陸上輸送（有料道路）にはるかに勝るもので
あったことはいうまでもないが，運河システムが19世紀前半のアメリカ経済史
の中で最も重要な「西部の開発」一ーすなわち，大規模な移民の西進のみなら
ず，この地域と他地域（主として東部）との関係を全く変化せしめた西部の経
済条件の改良―と「東部の製造工業の発展」とに与えたインパクトは一層重
要である。それは効果的な内陸交通の欠如が，アパラチア山脈を境にして東・
西に分離された 2つの経済地域を分立せしめ，西部の経済発展を停滞させると
ともに延いては東部の経済発展をも抑制することになっていたからである。ま
た，この時代の一連の運河建設がその巨額の資金調達を通じてアメリカ金融市
場の形成に貢献し，さらには運河建設による地価の高騰を通じて，貨幣供給量
の増大による経済成長を促進したのであった。 したがって， 一言にしていえ
ば，アメリカ運河建設の意義は，むしろ「国民経済の近代化」を推進した点に
あるといえよう。アメリカの運河に関する評価は，単に運河会社の企業として
の経営上の成否の問題としてのみとらえられる性格のものではない。
ところで，南北戦争以前の主要運河の平均輸送費は次に示すようにトン・マ
イル当り 2セントを下回っていた1)。 これに対してワゴンによる陸上輸送費
は， 1837~1846年には平均25セントであったとすれば，平均的な利益を得る荷
21) J. B. Rae, op. cit., pp. 169~170; E. C. Kirkland, A History of American Economic 
Life, (New York, 4th ed., 1969), p. 165. 
1) Harvey H. Segal'Canals and Economic Development', Carter Goodrich, ed., 
op. cit., p. 228, note 25. 
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主は23セント（トン・マイル当り）の輸送費の節約となったと考えられる2)。
Canal・Cents a Ton-Mile (1854年）
Pennsylvania Maine Line 2. 4 (魯雷雷喜農緒）
Ohio and Erie 
Erie 
Wabash and Erie 
??．．．??
Illinois and Michigan 1. 4 
もっとも，実際には運河による輸送費の節約額を正確に計算することは困難で
あるが，運河による貨物輸送量から考えるとき，それはきわめて大きな額に達
したものと考えられる。例えば， 1852年の総国内商業の26%が運河によるもの
であり，これに対して鉄道は16彩以下であり，残りは沿海貿易その他によるも
のであった。そして運河がそのシェアーを鉄道に凌駕されるのは1861年以後の
ことであったs)o . 
かくしてアメリカの運河はまず直接の利益を輸送費の引下げによってもたら
したのである。だからアメリカの運河の多くが十分な収益をあげ得ず，また幾つ
かの州財政を破産に導くことになったとはいえ，それがアメリカ経済全体に与
えた輸送費節約の効果はその損失を償って余りあるものであったといえよう。
それでは運河はアメリカ全体の経済構造にどのような変化をもたらしたであ
ろうか。ここに要約して述べておこう。すなわち， 19世紀の前半は中西部への
移民が急速に増大した時代であったが，西部農民の繁栄にとって，彼等の生産
する農産物に市場を与えられることが決定的に重要な条件であった。それ故，
この時代の移民の増大と西部農業の発展は，東部からアパラチア山脈を越えて
西部に至る運河ルートの完成によるところが大きいことはいうまでもない。そ
れまで輸送手段の欠如によって，西部農産物は東部農産物に比較して低価格に
2) H. H. Se,gal, ibid., p. 243; G. R. Taylor, op. cit., pp. 133, 137. 、
3) H. H. Segal, ibid., p. 246; G. R. Taylor, ibid., p. 174. 1837~1846年のィーリー運
河の年平均貨物輸送最は1億4,190万卜‘✓ ・マイル， ペンシルヴェニア・メイン・ライ
ンで4,900万トン・マイルと計算されてい、る。 (H.H. Segal, ibid.! p. 242, _Table 12.) 
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第1I表 Distribution of tli-e Commodity Trade of the 
N四 w蕊 tby Shipping Routes, 1835-53 
PERCENTAGE OF TOTAL TRAii>E SHIPPED, BY 
Northeastern Southern Eastern 
Year Route• Route h Route c To加l
1835 23.7 62.2 14.1 100.0 
1839 38.2 45.4 16.4 100.0 
1844 44.1 43.9 12.0 10'0. 0 
1849 52.7 38.4 8.9 100.0 
1853 62.2 28.9 8.9 100.0 
a Via Lake Frie and the Erie Canal: 
b Down the Mississippi River. 
• Via the Pennsylvania Mainline, Pittsburgh Turnpike, or the Cumberland 
Road. 
(Harvey H. Segal'Canals and Economic Development', Carter Goodrich, ed., 
op. cit., p. 231.) 
おさえられていたのであるが，運河によって西部と東部沿海地域とが直接結ば
れることになって輸送費は著しく引下げられ，西部農産物の価格の上昇と同時
に東部及びヨーロッパ市場への輸出の増大とに基づく西部の所得増大をもたら
したのであった。こうして，西部の発展は東部工業に広大な市場を提供し，そ
の急速な成長を可能にし，一方東部工業地域もまた西部農業の市場となったの
である。この東部と西部との結合は，第m表に示した商品流通径路の比重の変
化によく現われている。すなわち，新しい水路の出現が，それまでのオハイオ
ーミシシッヒ゜河を下ってニュー・オリーンズに出る）レート＝南部）レートの比重
を著しく低下せしめ，これと対照的にイリー運河を通る北部ルートによって西
部と東部とが強く結びつけられることになった。ここに至ってアメリカの経済
構造は，東部，西部，南部の三大地域から成る新しい経済構造（国民経済）を
確立することになる4)。
最後に我々はアメリカ運河建設において大都市商人の果した役割について述
べておかねばならない。上述したように，アメリカ西部の運河建設においては
4)宮野啓二，前掲書， 75'-77ページ，参照。
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政府が決定的に重要な役割を果したのであるが，これに対して東部の場合は
「利潤追求運河」建設においてはいうまでもなく，ニュー・ヨークやペンシル
ヴェニアの州有運河建設においても， 「大都市の商人が特に顕著な役割を果し
た」 5)ことを忘れてはならないのである。西部商業を手中にしてニュー・ヨー
クの地位を決定的に強化したイリー運河の建設の場合においても，その運動が
空想家にすぎないような人々や西部のリーダー（大土地所有者）の手にあるう
ちはほとんど進展しなかったのであるが，西部商業に重大な利害を有する「ニ
ュー・ヨーク商人」の支持を得てクリントン (DeWitt Clinton)の強力な政
治力の下ではじめて成功したのであったa)。このように，東部大都市の商人達
は「大西部の貿易」の獲得という大西洋岸諸州（諸都市）の相争う利害の中に
あって，彼等の会社企業家としての利益（階級的利益）をそれぞれこの地域的
利益獲得運動の中に組込み，地域的利益を追求するという形で彼等の手におえ
ない運河建設を自分達の支配する州政府の力を利用することによって成功させ
たのであった。彼等の力に負うところの大きいこれらの運河がなかったとすれ
ば，東部の工業活動の拡大は，おそらく狭小な市場と高価な食種とから制限さ
れ，抑制されたであろうし，一方，東部及びヨーロッパ市場への大量の農産物
放出によってはじめて大規模に展開された西部の発展もおそらく鉄道時代の到
来するまで起りえなかったであろう。これら 2つの地域を結合することによっ
て，運河は南北戦争以前のアメリカの急速な経済成長を導いたのである。
5) Carter Goodrich, ed., op. cit., p. 252; Louis Hartz, op. cit., pp. 131 ~142 ; 安武
秀岳，前掲論文， 54ペー ジ等参照。
6) Carter Goodrich, ed., ibid., p. 252. なお，ニュー・ヨーク商人層については，豊原
治郎「アメリカ海運通商史研究」（末来社， 1967年），第4章及び同氏「アメリカ商品流
通史論」（末来社， 1971年），第4章参照。
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